
第２期中期計画及び平成２３年度計画の概要について

公立大学法人　北九州市立大学
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公立大学法人北九州市立大学 第２期中期目標・中期計画 

 
公立大学法人北九州市立大学は、北九州市立大学が有する開学以来の歴史と伝統を継承すると

ともに、産業技術の蓄積、アジアとの交流の歴史、環境問題への取組といった北九州地域の特性

をいかし、「地域に根ざし、時代をリードする人材の育成と知の創造」を目指すこととし、次の基
本的な方針を掲げ、これを達成するための中期目標を定める。 

基本的な方針 

１ 選ばれる大学への質的な成長 

大学が学生を選ぶ時代から、大学が学生をはじめ社会に選ばれる時代に移行する中、第一期

中期目標の期間における大学改革の成果を基盤として、教育研究や社会貢献などの大学活動の
質を一層向上させ、北九州市立大学のプレゼンス（存在感）を高める。 

２ 地域の発展やアジアをはじめとする国際社会の発展への貢献 

グローバル化の進展、アジアの成長、地球環境問題の深刻化、加速する地域主権の動きなど

の時代の潮流を見据え、特色ある大学活動を通じて地域活力の創出に貢献し、併せて、アジア
をはじめとする地球規模での持続可能な社会の発展に貢献することにより、公立大学としての

使命を果たす。 

（第２期中期目標 前文） 

 
■中期目標期間  平成 23 年度から平成 28 年度まで（６年間） 
■中期目標    達成する目標の数：14 
■中期計画    目標を達成するために取り組む項目の数：70 
 

中期目標 
中 期 計 画 

推進テーマ 項目数 

Ⅰ 教育    

学部・学群教育の充実 
１ 社会を生き抜く力を備え、 

地域・社会をリードする人材の育成 
14

３２
大学院教育の充実 ２ 優れた専門知識・学識を有する職業人・研究者の養成 13

学生支援機能の充実 ３ 大きな成長を促し、社会への離陸を支援 05

Ⅱ 研究  

研究の方向性 ４ 地域からアジアへ。時代をリードする環境・産業技術

５ 地域・社会の発展へ。地域課題に対応する調査・研究

05
８

研究水準の向上 03

Ⅲ 社会貢献  

地域社会への貢献 ６ 大学が息吹く。我が街への貢献 

７ 異文化が交わるキャンパス。多様な国際化の推進 

05
１０

教育研究機関との協同 5

Ⅳ 管理運営  

大学運営の効率化 

８ 自主・自律し、信頼される大学 

04

２０

事務体制の強化 02

財務内容の改善 04

自己点検・評価及び情報公開 02

大学認知度の向上 02

施設・設備の整備 04

法令遵守等 02

43



 

第２期中期計画の主要な取組 

―地域に根ざし、時代をリードする人材の育成と知の創造― 

 
 本学は、平成17年度に法人化し、第１期中期計画では、法人としての新たな運営体制を軌道に乗せ、
学部・大学院等の新設・再編、入試から就職までの一貫教育システムの構築など大幅な大学改革を進め
てきた。大学を取り巻く環境は、18 歳人口の減少による大学間競争の激化、教育の質保証に対する   
社会からの要請など、経営･教育ともに厳しい環境にある。こうした状況認識の下、第２期中期計画で
は、第１期の取組みを維持・向上させつつ、「選ばれる大学への質的成長」、「大学のプレゼンス（存在
感）」、「環境・地域・アジア」をキーワードとして、次の施策を主要な取組として積極的に推進する。 
 

 
  
 

 『選ばれる大学への質的成長』  『大学のプレゼンス（存在感）』  『環境・地域・アジア』 

 
 
 
 
 

Ⅰ 教 育 

① 社会を生き抜く力の養成 
 ● 社会を生き抜く力を備えた人材育成に重点を置いた学部等教育課程の再編 

1. 全学的に、課題解決能力、コミュニケーション能力など社会で必要な力を養成する。また、
TOEIC470（TOEFL:PBT460）点以上の英語力レベルを目指す。 （1～3） 

 

 ● 語学力に特に優れた人材の養成 

2. 外国語学部英米学科において、国際舞台で活躍できる人材を養成するため、TOEIC730
（TOEFL:PBT550）点以上を目指す。 （4-1） 
  外国語学部中国学科において、中国語の実務に必要な基礎的能力を身に付けるため、中国語検定

2級以上を目指す。 （4-2） 
また、その他英語力に特に優れた学部生を対象に、専門的分野の実践的な英語力を養成する演習
科目を開講する。  （5） 

 
 ● 地域人材の養成 

3. 地域創生学群において、地域社会で指導的役割を担い、積極的・主体的に行動できる地域人材を
養成する。  （6） 
 

 ● 環境人材の養成 

 4. 国際環境工学部において、体系的な PBL（課題解決型）教育を推進し、環境問題の解決に向け
て積極的･主体的に行動できる環境人材を養成する。 （7） 

   また、北方キャンパスにおいて、環境関連科目を整理し、すべての学部生が環境問題について学
習できる仕組みを創設する。  （8） 

 

第２期中期計画の３つのキーワード 

※文末（ ）：中期計画の通し番号 
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 ② 大学院教育体制の抜本的な改善 

 ● 高度専門職業人・研究者の養成目的に即した教育課程の再編 

 5. 大学院教育において、体系性やコースワーク等の観点から教育課程を再編する。社会システム研
究科では、学部との連携強化、博士前期課程と後期課程の接続強化を行う。国際環境工学研究科
では、学部からの一貫教育プログラムの編成、アジアの環境リーダー養成を行う。マネジメント
研究科では、地域ニーズの高いソーシャルビジネス系分野の重点化等を行う。 （16～19） 

 

 ● 定員充足率の改善 

  6. 教育課程の再編とあわせて、入学者選抜の見直し、進学者増加策、積極的な広報活動などを実施
し、定員充足率の改善を目指す。 （27） 

 
 ③ 学生の社会的・職業的自立を促し、社会への離陸を支援 

 ● オフキャンパス活動による社会的自立とインターン一シップ等による就職支援 

 7. 地域共生教育センターにおいて、学生の地域での実践的活動を通して、社会的自立に必要な能力
を育成する。ひびきのキャンパスでは、学生のものづくり教育ボランティアや環境ボランティア
活動などを推進する（仮称）地域ものづくり交流センターを設置し、学生の社会的・職業的自立
を支援する。  （29） 

 
8. インターンシップ枠を拡大する。ひびきのキャンパスでは、キャリアカウンセラーを配置し、就
職支援を充実する。 （32） 

 
 

Ⅱ 研 究 

 ④ 「環境」「アジア」「地域」に関する研究拠点の形成 

 ● 環境及び次世代産業の創出、既存産業の高度化に資する研究・開発の推進 

9. 新エネルギー、リサイクル技術、環境共生技術・社会システムなど低炭素社会・循環型社会の実
現に資する研究・開発する。また、カーエレ、ロボット、情報、素材など次世代産業の創出、既
存産業の高度化に資する研究・開発を推進する。 （33,34） 

 

 ● 本学の特色を生かした 3 研究拠点の形成 

10. 理工系の中核研究機関として（仮称）環境科学技術研究所を設置する。産学官連携の推進，海
外大学等との学術交流を推進し、環境技術分野の研究拠点を形成する。 
アジア文化社会研究センターを核にアジア文化社会に関する研究拠点を形成する。都市政策研究
所を核に、地域に関する研究拠点を形成する。 （38,39） 

 

 

Ⅲ 社会貢献 

 ⑤ 全国トップレベルの地域社会への貢献活動の推進 

● 地域社会への貢献 

11. 学生のオフキャンパス活動を支援し、地域社会との協働に取り組む。また、博物館などの文化
施設への活動協力，地元商店街の活性化支援など、NPO との連携、地域連携活動を推進する。
  地元小・中・高校に対して、学生による授業・課外活動や環境教育の支援、理科・コンピュー
タ教室を実施する。 （41,42） 
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● 地域の生涯学習拠点としての機能の充実 

12. 公開講座（環境技術分野など理工系も含む），図書館日曜開放，ＭＢＡセミナーを開催するほか、
学生増加策としての戦略的な社会人正規課程教育を構築する。 （44,45） 

 
 ⑥ 海外大学等との交流、国際貢献活動の推進 

● 留学生の受入れ、学生の海外派遣の推進 

13. 北方キャンパスでは従来のアジアからの留学生受入れに加え、英語圏大学との交換留学を拡大
する。また、北京語言大学、タコマコミュニティカレッジへの派遣留学を継続実施する。ひびき
のキャンパスではアジア地域からの大学院留学生の受入れを推進する。 （47,48） 

 

● 海外大学等との連携、国際貢献活動の推進 

14. アジアを中心とする海外大学等との交流促進や共同研究、国際会議の開催を行う。また、JICA
との連携による環境改善協力など国際貢献活動を推進する。 （49） 

 

 

Ⅳ 管理運営 

 ⑦ 北方・ひびきのキャンパス間の連携拡大 
 
15. キャンパス間での相互の授業担当の拡大や共同研究を推進する。また、キャンパス間の電子ネ
ットワーク環境の一元化を行う。 （54） 

 
 ⑧ 大学運営のプロフェッショナルの養成 

 
16. 事務職員の２分の１程度を市派遣職員からプロパーなどへ転換する。また、 専門性向上や教員
との協働の視点から、ＳＤ（ｽﾀｯﾌ・ﾃﾞｨﾍﾞﾛｯﾌﾟﾒﾝﾄ）を推進する。 （55,56） 

 
 ⑨ 基金の創設 

 
17. 図書館及びサークル会館の整備を行う財源の一部を確保していくため、基金を創設し、寄附金
を募集する。  （58） 

 
 ⑩ PDCA サイクルによる大学運営の改善 

 
18. 大学情報のデータベース化を推進し、各種データの検証に基づき大学運営を改善する。 （61） 

 
 ⑪ 本学の認知度の向上 

 
19. （仮称）認知度向上プロジェクトを設置し、戦略的な広報を展開する。 （63） 

 
 ⑫ 老朽化施設の整備などによるキャンパス環境の改善 

 
20. 図書館など老朽化施設の整備計画を策定し、市と協議しながら整備を行うとともに、景観や環
境に配慮し、キャンパス環境の維持・向上を行う。 （65,66） 

 
 ⑬ 効果的なリスクマネジメントの実施 

 
21. リスクマネジメント体制を整備し、効果的なリスク対応を行う。 （70） 
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★実践力を持った環境人材の養成
（国際環境工学部）

★持続可能な社会の実現に貢献する
高度な技術者・研究者の養成 （国際環境工学研究科）

★全学的な環境教育（北方）

●新エネルギー・リサイクル技術の研究開発

●環境科学技術研究所の設置

◇環境に配慮したキャンパス
（省エネ，リユース推進）

◆海外との連携
・ハノイ科学大学環境技術

開発研究センター など

●環境技術分野研究の拠点形成

★アジアの環境リーダーの養成

★教育 分野
●研究 分野
◆社会貢献 分野
◇管理運営 分野

第２期中期計画の特色
－地域に根ざし、時代をリードする人材の育成と知の創造－

環境 ・ 地域 ・ アジア

★地域ものづくり交流
センター設置（ひびきの）

(仮称)

(仮称)

◆市民向け環境
技術講座

◆小・中・高校への
授業支援

◆市民の中国語講座

★地域人材の養成 （地域創生学群）

◆社会人教育の充実

★オフキャンパス活動支援（地域共生教育センター）

◆図書館日曜開放

◆ＭＢＡセミナー

◆ＮＰＯとの連携

◆地域連携活動
（博物館等文化施設、商店街 など）

●中小企業支援
（地域産業支援センター）

●地域に関する研究

◆地域の大学間連携

●地域研究の拠点形成 （都市政策研究所）

◆地域課題研究、自治体審議会参画

◆市民公開講座

◆環境協力など国際貢献

◆アジア地域からの
大学院留学生
受入れ拡大
（国際環境工学研究科）

★地域の中核的リーダー養成
(ソーシャルビジネス系重点化等)

（マネジメント研究科）

★実践的な中国語力の養成
（中国語検定２級以上）

（外国語学部中国学科）

●アジアに関する研究

◆北京語言大学への派遣留学

◆海外との連携
・同済大学アジア太平洋研究センター
・仁川発展研究院 など

★英語力の全学的な
養成（TOEIC470以上）

（基盤教育センター）

●アジア研究の拠点形成
（アジア文化社会研究センター）

★中国BSとの交流
（マネジメント研究科）

北九州市立大学

選ばれる大学
への質的成長

センタ 設置（ひびきの）

大学のプレゼンス(存在感)

★高度な英語力の養成
（TOEIC730以上）（外国語学部英米学科）

◆留学生と市民・地域
ボランティアとの交流
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平成 23 年度計画（概要） 

『地域に根ざし、時代をリードする 
人材の育成と知の創造』を目指して 

－大学改革・第２章 スタート－ 
 
本学は、平成 17 年度に法人化し、第１期中期目標・中期計画では、公立大学法人としての新たな

運営体制を軌道に乗せ、 

① 教育分野では、学部学科等再編、ビジネススクール・地域創生学群の開設、「入試から就職ま

で一貫した教育システム」の構築 

② 研究分野では、環境、産業技術、アジア、地域課題に関する研究の積極的な推進 

③ 社会貢献分野では、すべての世代にわたる教育サービスの提供など全国トップレベルの特色あ

る地域貢献活動の推進 

など、大幅な大学改革を着実かつスピード感を持って進めてきた。 

平成 23 年度からスタートする第２期中期目標・中期計画では、『地域に根ざし、時代をリードする

人材の育成と知の創造』を基本的な理念として掲げ、第１期の取組みを維持・向上させつつ、「選ばれ

る大学への質的成長」、「大学のプレゼンス（存在感）」、「環境・地域・アジア」をキーワードに、大学

改革をより一層推進していく。 

初年度の「平成 23 年度計画」では、中期計画に定めた全 70 項目のうち、69 項目に着手する。 

 
［第２期中期計画と平成 23年度計画］ 

分 野 中期計画（全体） 
平成 23 年度の取組 

着手する中期計画 年度計画（事業数） 

Ⅰ教育 32 32 58
Ⅱ研究 08 08 17
Ⅲ社会貢献 10 10 29
Ⅳ管理運営 20 19 37

合 計 70項目 69項目 141事業
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

●国際貢献 

の実施 

◇環境・産業技術に関する 

研究・開発の推進 

（大学院教育） 
◆各研究科の 

教育改革への着手 

○ 経営（管理運営） （中期計画 19 項目） 
年度計画 H23 ： 37 事業 

（学生支援） 
◆学生の図書館利用の促進 
◆学生生活支援の充実 
◆インターンシップ等による就職支援 [就職決定率：90％以上] 

◇（仮称）環境科学技術研究所の 

設置準備 

◇ 研 究 （中期計画 8 項目） 
  年度計画 H23 ： 17 事業 

◆Ⅰ教 育（中期計画 32項目） 
  年度計画 H23 ： 58事業 

（学部等教育） 
◆三つの方針の策定・明確化 
◆英語教育の充実 
◆地域人材の養成 ◆環境人材の養成 
◆入学者選抜の改善と高大接続 
◆戦略的な入試広報 [実質倍率 2.8 倍以上] 

○キャンパス間の連携促進 ○リスクマネジメント体制整備 
○プロパー職員への転換・事務局再編  ○ＳＤの推進 
○外部資金年間５億円以上の獲得  ○基金の創設 

◆地域社会を活用した 

オフキャンパス教育の実施 

○大学ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑの運用開始     
○（仮称）情報ﾒﾃﾞｨｱｾﾝﾀｰの設置     ○認知度向上ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 
○情報量の充実・分かりやすい発信   の実施 

◇アジアに関する研究の推進 

◇地域に関する研究の推進 

●学生の海外交流の推進 

●国際教育交流センターの機能充実 

●大学間連携による地域の 

教育研究機能の高度化 

●特色ある多様な地域貢献活動

●生涯学習機会の提供 

● 社会貢献 （中期計画 10 項目） 
年度計画 H23 ： 29 事業 

平成 23 年度計画－主な事業

「北の翼」 
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＜平成 23 年度計画 主な事業＞ 

Ⅰ 教育 

 
１ 学部・学群教育の充実 

① 三つの方針の策定・明確化 
■ 学生が卒業時に身に付ける能力を明示した学科等及び全学共通の学位授与方針を策定する。
 （1-2） 

■ 授業科目のナンバリング制を導入し、教育の体系性・順次性を明確化していくため、学科等
の学位授与方針と整合性のある教育課程編成・実施方針を策定する。 （2-1） 

■ 学部・学科等の入学者受入れ方針の点検・見直しを行い、受入れ人材像や高校段階で習得し
ておくべき内容・水準を明確にする。 （11-1） 

 
 ② 英語教育の充実 

基盤教育センター ［２年次修了時：TOEIC470（TOEFL：PBT460）点以上*1到達者の割合：50％以上］ 
英米学科     ［卒業時：TOEIC730（TOEFL：PBT550)点以上*2到達者の割合 50％以上］ 
■ 基盤教育センターは、北方キャンパス 4 学部を対象に、到達度別クラス編成と少人数教育、

TOEICなど公的資格の単位認定への活用による英語教育を実施する。 （3-1） 
■ 基盤教育センターひびきの分室は、国際環境工学部 1年次学生に対しプレイスメントテスト
を実施し、到達度別クラス編成を用いた少人数教育を実施する。また、TOEIC など公的資格
の単位認定への活用を通した新たな英語教育課程、及び学習支援体制の整備に着手する。
 （3-2） 

■ 外国語学部英米学科は、高度な英語運用能力養成のための教育体制を整備し、英語学習講習
会、集中トレーニングなど学習支援プロジェクトを実施する。 （4-1） 

■ 英語による専門演習科目の開講に向けて、国際関係学科や比較文化学科等で、科目編成、教
育体制などの実施方針を作成する。 （5-1） 

 
③ 地域人材の養成 

［3年次修了時：すべての能力で積極的かつ主体的に行動できる水準への到達者の割合 65%以上］ 
■ 地域創生学群では、実習（1年次：指導的実習プログラム、2・3年次：地域創生実習）と演
習を中心とした学習を通して、地域の再生と創造を目指し、地域社会の様々な分野で指導的役
割を担う人材に必要な 6つの能力*3を養成する。 （6-1） 

 
④ 環境人材の養成 
■ 国際環境工学部は、環境人材に必要な 5つの能力*4の具体的な水準を設定する。また、PBL
（Project Based Learning）教育*5を体系化するための教育課程、教育体制の整備に着手する。
 （7-1） 

■ （仮称）環境教育プロジェクトを設置し、北方キャンパスの環境学習の仕組みづくりに向け
て、科目編成、教育体制などの実施方針を作成する。 （8-1） 

 
⑤ 入学者選抜の改善と高大接続 
■ 外国語学部英米学科は、募集定員 7人の AO入試を導入する。これに伴い、推薦入試（地域）
の募集定員を 17人から 10人に変更する。 （12-1） 

■ 入学前教育を外国語学部英米学科、国際環境工学部、地域創生学群で実施する。 （13-1） 
■ 国際環境工学部は、物理・化学・数学の補習授業を実施する。 （13-2） 

 

                                                   
1 日常生活のニーズを充足し、限定された範囲内では業務上のコミュニケーションができるレベル 
2 どんな状況でも適切なコミュニケーションができる素地を備えているレベル 
3 ①コミュニケーション力 ②チームワーク・リーダーシップ ③課題発見力 ④計画遂行力 ⑤自己管理力 ⑥市民力 
4 ①専門的な知識・技術力 ②課題発見力 ③分析力 ④チームで働く力 ⑤科学技術に関わる倫理力 
5 専門的知識・技術力を応用して、実践的な環境人材を育成するためのプロジェクト型・課題解決型教育のこと 
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⑥ 戦略的な入試広報 [実質倍率*62.8 倍以上]  
■ 本学を第一志望先とする受験生を増やすため、既存の入試広報事業を検証し、新たな入試広
報戦略を策定する。 （14-1） 

■ 新たな入試広報戦略のもと、平成 23 年度の入試広報計画を定め、他大学との共同プロモー
ションなどを実施する。 （14-3） 

 
２ 大学院教育の充実 

① 各研究科の教育改革への着手 
（社会システム研究科）  
■ 博士前期課程の専攻見直し、コースワーク*7導入、学部との連携強化、博士後期課程との連
携について検討し、教育課程、教育体制などの整備計画を作成する。 （16-1） 

（法学研究科）  
■ 法律系・政策科学系の各履修コースの集約、コースワークと早期修了制度の導入に向けて、
再編計画を作成する。 （17-1） 

（国際環境工学研究科） 
■ 国際環境工学研究科は、学部・博士前期課程の一貫教育プログラムの作成に着手する。 

 （18-1） 
■ 博士後期課程入学定員の博士前期課程への振替方針を作成する。 （18-2） 

（マネジメント研究科）  
■ 教育課程の編成・実施方法、FD活動、入試対策、自己点検・評価、PDCAサイクルの構築、
実施体制などに関し、研究科独自のアクションプランを作成する。 （19-1） 

■ ビジネス環境の変化を踏まえ、ソーシャルビジネス系分野の重点化を中心に、養成する人材
像・履修モデルなどの見直しを行う。 （19-2） 

■ 実務家教員による経験知の提供をより効果的に行うため、みなし専任教員の教育充実及び特
任教員の一部変更を行い、最新の経験知による現場に密着した実践的教育を充実する。 

 
３ 学生支援機能の充実 

① 学生の図書館利用の促進 
■ 北方キャンパス学生の図書館利用を促進するため、学生選書コーナーを拡大・充実するとと
もに、学生が専門分野を主体的に学習できる専門図書コーナーを設置する。 （28-3） 

 
② 地域社会を活用したオフキャンパス教育の実施 
■ 地域共生教育センターは、オフキャンパス教育*8を充実するため、地域活動に必要とされる
講座の開発・実施、地域社会ニーズに対応できる実践的な基礎力を高める教育プログラムの開
発・実施などを行う。 （29-1） 

■ ひびきのキャンパスに、（仮称）地域ものづくり交流センターを設置し、試行的にものづく
り教育ボランティアとして学生を小・中学校に派遣する。 （29-2） 

 
③ 学生生活支援の充実 
■ 北方キャンパスの進級留年者対策を充実するため、学生早期支援システムを検証し、課題分
析を行う。 （31-1） 

■ 関係部局によるワーキンググループを設置し、障がいの種類に応じた学生支援指針を作成す
るため、現況把握と課題分析を行う。 （31-3） 
 

④ インターンシップ等による就職支援 [就職決定率*9：90％以上]  
■ 学外のインターンシップ先を開拓するとともに、学内のインターンシップの内容を充実し、
学生の参加機会を拡大する。 （32-1） 

■ 学部生・大学院生を対象に就職ガイダンスやセミナーなど就職支援を実施する。（32-2） 
 
                                                   
6 実質倍率＝実際の受験者数÷合格者数 
7 学修課題を複数の科目等を通して体系的に履修し、主要な研究分野だけでなく、その関連分野についても基礎的な素養を身に付けること 
8 学生の地域活動の単位化、地域活動に関する講座・学習機会の提供など 
9 就職決定率＝就職が決定した学生数／就職を希望する学生数×100  （学生数には、大学院博士前期課程の学生を含む。） 
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Ⅱ 研究 
 

１ 研究の方向性 

① 環境・アジア・地域に関する研究・開発の推進 
■ 新バイオディーゼル合成法開発、有価廃棄物からのレアメタルの統合的抽出分離システ
ム開発、改質フライアッシュコンクリート製造システム開発、太陽光発電システムのリサ
イクル処理方法など環境に関する研究・開発を行う。 （33-1） 

■ 福岡先端システム LSI開発拠点構想での研究開発、林野火災用の泡消火剤の開発、DDS
粒子のナノ界面と鳥インフルエンザワクチンなどへの応用に関する研究、溶解カーボンナ
ノチューブ高機能ナノシステムのデザインに関する研究など次世代産業の創出や既存産
業の高度化に資する研究・開発を行う。 （34-1） 
■ アジア文化社会研究センターは、アジアの社会変動に関する研究など学際的な調査研究を行
う。 （35-1） 
■ 都市政策研究所は、地域団体との協働による地域活動における民間と行政の対等性の確保に
関する研究、中心市街地活性化に寄与する都市計画研究のほか、北九州市や地域団体からの受
託調査を行う。 （36-1） 

 

２ 研究水準の向上 
① （仮称）環境科学技術研究所の設置準備 
■ （仮称）環境科学技術研究所の平成 24 年度設置に向けて、機能や研究体制などの計画を作
成する。 （38-1） 

 
 
Ⅲ 社会貢献 
 

１ 地域社会への貢献 

① 特色ある多様な地域貢献活動 
■ コラボラキャンパスネットワークを引き続き実施するほか、北九州市応援団サポート倶楽部
や北九州青年会議所などのNPOや地域活動団体との連携事業を行う。 （41-2） 

■ 地元の小・中学校や高等学校などに対し、本学授業との連携、学生ボランティアの派遣など
を通して、授業・課外活動を支援する。 （42-1） 

■ ひびきのキャンパスは、小・中・高校生を対象に理科実験・ものづくり学習の支援やスーパ
サイエンスハイスクール事業への協力を実施する。 （42-3） 

 
② 生涯学習機会の提供  
■ 環境技術など理工系分野も取り入れた公開講座を 9講座以上開催する。 （44-1） 
■ 北方キャンパス図書館を日曜・祝日に開館し、一般市民に開放する。 （44-4） 

 
２ 教育研究機関との協同 

① 大学間連携による地域の教育研究機能の高度化  
■ 大学コンソーシアム関門*10の共同授業として、「メディアの現場」「核兵器の記憶」を開講す
る。  （46-1） 

■ 北九州市内４大学連携*11として、市民向け公開講座「スクラム講座」、定期的な学長会議を
開催する。 （46-2） 

■ 北九州学術研究都市内３大学連携*12として、単位互換とともに、連携大学院カーエレクトロ
ニクスコース*13を開講する。 （46-3） 

 
② 学生の海外交流の推進 
■ 新たにタコマ・コミュニティ・カレッジと協定を締結し、英語圏を中心に交換留学生の受入
れを拡大する。また、英語圏学生の編入学受入れについて、協定校と協議を行う。 （47-1） 

                                                   
10 本学、九州共立大学、九州国際大学、西日本工業大学、下関市立大学、梅光学院大学 
11 本学、九州工業大学、九州歯科大学、産業医科大学 
12 本学、九州工業大学、早稲田大学 
13 カー・エレクトロニクスとは、自動車の高性能化、高機能化、情報化を支える各種の自動車用電子技術（自動車電子工学） 
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■ 国立昌原大学校（韓国）と学術交流協定を締結し、国際環境工学部または国際環境工学研究
科において留学生を受け入れる。 （47-2） 

■ タコマ・コミュニティカレッジ、北京語言大学、韓国国民大学校への派遣留学を行う。 
 （48-1） 
 

③ 国際貢献の実施 
■ JICAとの連携による環境改善協力など国際貢献活動を推進する。 （49-2） 

 
④ 国際教育交流センターの機能充実  
■ 国際教育交流センターは、学内の国際関連情報の集約・蓄積、留学生アドバイザー配置方針
の作成、外部資金の情報収集・獲得などを行う。 （51-1） 

 
 
Ⅳ 管理運営 
 

１ 大学運営の効率化 

① 北方・ひびきのキャンパス間の連携促進  
■ 両キャンパスの教員の協同によって、北方キャンパスの授業科目「アメリカの生活文化」を
開講する。また、キャンパスを相互に訪問する合同ゼミなど授業交流を行う。 （54-1） 

 

２ 事務体制の強化 
① プロパー職員への転換・事務局再編  
■ 市派遣職員のプロパー職員などへの転換を計画的に実施する。また、計画的なプロパー職員
の採用を実施する。 （55-1） 

■ 平成 24年度実施予定の事務局組織再編に向け、再編計画の策定を行う。また、市派遣職員、
プロパー職員などの適正配置を実施する。 （55-2） 

 
② ＳＤ*14の推進  
■ 公立大学協会をはじめとした学外のＳＤ研修会の受講の充実・拡大を検討し、可能なものか
ら実施する。 （56-1） 

 
３ 財務内容の改善 

① 外部資金年間５億円以上の獲得 
■ 外部資金の年間５億円以上を獲得する。 （57-1） 

 
② 基金の創設 
■ 図書館、サークル会館整備の財源の一部の確保を目的とした基金を設置し、同窓会、後援会
と連携して、卒業生や保護者、市民などから寄附金を募集する。 （58-1） 

 
４ 自己点検・評価、情報提供等 

① 大学マネジメントシステムの運用開始  
■ 各種データに基づく客観性の高い点検・評価を行うため、大学マネジメントシステムの運用
を開始する。 （61-1） 

 
② 情報量の充実・分かりやすい発信  
■ 公表義務付けとなった教育情報を含め、大学の情報を、受け手にわかりやすく、大学案内や
ホームページなどを通じて積極的に提供する。 （62-1） 

 

５ 大学認知度の向上 
① 認知度向上プロジェクトの実施  
■ 「（仮称）認知度向上プロジェクト」を発足させ、受験生や市民・企業に対する調査結果な
どを活用し、本学の特長を発信していくための中長期の広報戦略策定に取り組む。 （63-1） 

                                                   
14 職員を対象に、管理運営や教育・研究支援までを含めた資質を向上させるための組織的な取組の総称 
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６ 施設・設備の整備 
① （仮称）情報メディアセンターの設置 
■ 学術総合情報センターの情報システム部門を分割し、（仮称）情報メディアセンターを設置
する。 （67-1） 

 

７ 法令遵守等 
 ① リスクマネジメントの体制整備 
   ■ リスクマネジメントのための組織体制を整備し、安全管理、情報管理、教職員・学生の不祥

事など法人運営上のリスクを洗い出し、関連規程・指針、「危機管理マニュアル」を作成し、学
生・教職員へ周知する。 （70-1） 
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第２期中期計画 主要事業推進イメージ 
  第１段階 第２段階 第３段階 

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（認証評価） 平成２８年度（次期中期計画策定） 

 
Ⅰ 教 育 

学部・学群教育の充実        

新カリキュラム実施 
  

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

  
語  学 

     

 地域人材      

  
環  境 

      

大学院教育の充実 
 

   

 
 

 

 

（年次進行 １・２年次） 

学習成果測定・改善 

 

 

 （年次進行 １・２・３年次） 

学習成果測定・改善 

 

 

 

学習成果測定・改善 

学生支援機能の充実     

 

   

 
Ⅱ 研 究 

研究の方向性 
研究水準の向上 

      

       

 
Ⅲ 社 会 
貢  献 

地域社会への貢献 
大学間連携の推進 

      

国際交流の推進       

 
Ⅳ 管 理 
   運 営 

大学運営の効率化       

事務体制の強化       

財務内容の改善  

                 

     

自己点検･評価及び情報公開       

大学認知度向上       

施設整備       

法令遵守等       

 

新 5 

新 1 

○地域共生教育センター：学生のオフｷｬﾝﾊﾟｽ活動支援 
●(仮称)ものづくり交流センター：学生ものづくり教育等支援 
教員による地域貢献活動                         実施 -----------------------------------------------------------------(検証・改善)-----------------------------------------------------------→ 
公開講座の開催 
○大学間連携の推進 
（学術研究都市内単位互換、国公私 4 大学連携、関門コンソーシアム） 

●社会人教育の充実 
   ・ニーズ調査 -----------→ 方針案作成 ----------------------→所要の措置 
    

 

●（仮称)環境科学技術研究所 ： 設置準備委員会 
    設置計画 -------------------→開設  
       ・環境、次世代産業分野の研究･開発の推進   ----------------------------------------------------------------------------（検証・改善）----------------------------------------------------------→ 
       ・国際学術交流の推進 
○都市政策研究所・アジア文化社会研究センター 
       ・地域、アジアに関する研究･交流の推進 ----------------------------------------------------------------------------（検証・改善）-----------------------------------------------------------→ 

●留学生拡大（北方：英語圏受入れ拡大、ひびきの：アジア受入れ拡大）
交換留学・派遣留学（タコマコミュニティカレッジ、北京語言、韓国国民大学）  ---------------------- -----------------------------------随時拡大・検証----------------------------------------------------------→ 
共同研究・学術交流・プロジェクト参画・JICA との連携 
●国際教育交流センターの機能拡充 計画-----→実施 ----------------------------------------------------------------------（検証･改善）-----------------------------------------------------------→ 

・留学生アドバイザー配置 ・外部資金獲得 ・留学生日本語教育充実 

●北方・ひびきのキャンパス間連携促進 
・両ｷｬﾝﾊﾟｽ共有のポータルサイト構築・運用開始 ----------------------------------------------------------------------------（検証･改善）-----------------------------------------------------------→ 
・相互の授業科目担当の調整--------------------------------------→実施 -------------------------------------------------（検証･改善）-----------------------------------------------------------→

●市派遣職員のプロパー職員への計画的な切替 -→ 実施-----------------------------------------------------------------（計画的切替）----------------------------------------→1/2 をプロパー職員へ 
                         事務局組織の再編 
●SD 活動の強化充実  実施 -----------------------------------------------------------------------------------------------（検証･改善）----------------------------------------------------------→ 

・SD 研修の充実 ・市内４大学共同研修 

○外部資金年間５億円獲得  達成------------------------------------------------------------------------------------------（検証･改善）-----------------------------------------------------------→ 
●基金の設置・募金 開始    --------------------------------------------------------------------------------------------（検証･改善）-----------------------------------------------------------→ 

●大学マネジメントシステム（データベース）運用開始・PDCA サイクルの定着化 -------------------------------------------------------（検証･改善）---------認証評価------------------------------------------→ 
●情報公開の推進 実施      ---------------------------------------------------------------------------------------------（検証･改善）------------------------------------------------------------→ 

●(仮称)認知度向上プロジェクト設置 ・ブランドイメージ検討→ 企画・戦略 -→施策の実施 ---------------------------------------------（検証･改善）----------------------------------------------------------→ 
                       ●創立７０周年記念事業実行委員会設置----------------------------------------------------------------------------------------------→ 創立７０周年記念事業の実施 
 
●長期施設整備計画の策定 -----→ 計画的実施 ------------------------------------------------------------------------------------------------------------→ 図書館等整備 ---------------------→ 

●リスクマネジメント ・組織体制 整備・マニュアル整備 ・避難訓練 実施------------------------------------------------------------（検証･改善）---------ー-------------------------------------------------→    
 

●学部等教育改善委員会 ： 学位授与方針（学科等）  教育の目的見直し 
   -----→ 教育課程編成・実施方針→カリキュラム整備 
           →シラバス・履修ガイド・時間割作成、 
   ナンバリング、厳格な成績評価、FD、学習成果測定方法の開発 
●入試広報充実 実質倍率２．８倍以上 ------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------→

●大学院教育改善委員会 ： 組織再編（社）・定員見直し（工）など 
学位授与方針（専攻等） 教育の目的見直し 

   -----→ 教育課程編成・実施方針→カリキュラム整備 
              →シラバス・履修ガイド・時間割作成 
   指導教員等資格要件、厳格な成績評価、FD、学習成果測定方法の開発

○基盤教育センター：北方ｷｬﾝﾊﾟｽ(２年次まで)・TOEIC470 以上 50％ --------------------------------------------------------------------------------→ ●北方･ひびきの両ｷｬﾝﾊﾟｽ・TOEIC470 点以上 50％
○英米学科（４年次まで）・TOEIC730 以上 50％ ----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------→ 
●英語演習  調整・試行 -------------------------------------→ 実施 -----------------------------------------------------（検証・改善）---------------------------------------------------------→ 
●中国学科  -----------------------------------------------------------------------→ 中国学科（４年次まで）・中国語検定２級以上 50％ 

●障がい者支援指針現況把握 -------------------→ 指針作成 -------→ 運用開始-------------------------------------------------------------------------------------------------------------→ 
●学生早期支援システム検証 --------------------→ 再構築---------→ 新学生サポートシステム運用開始 

就職支援（ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ拡大等） 就職決定率 90％以上---------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------→
●ＩＣＴ整備 検討会議 （情報メディアセンター構想） 

履修登録システム開発 ----------→試験運用 ------------------→運用開始            学習ポートフォリオ開発着手 ---------------------→試行運用 -------------→ 運用開始         

（年次進行 １年次）

（年次進行 １・２年次）

学習成果測定・改善 

（年次進行 １・２・３年次） 

学習成果測定・改善 

（年次進行 １・２・３・４年次）

学習成果測定・改善 

（年次進行 １年次）

（年次進行 １・２年次）

学習成果測定・改善 

（年次進行 １・２・３年次） 

学習成果測定・改善 

●定員充足率の改善 評価 ------------------------→ 改善方策案 ----------------------→
   ・取組改善の検討  

●国際環境工学部（４年次まで）・５つの能力--------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------→ 90％ ----------→ 
●(仮称)環境教育プロジェクト（北方キャンパス）・組織編制 

---→ カリキュラム編成---→シラバス・履修ガイド・時間割作成 ----→ 開講 ------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------→  

広  報 

広  報

新カリキュラム実施 （年次進行 １･２･３年次） 

  学習成果測定・改善 

○地域創生学群（４年次まで）・6 つの能力-----------→ 90％ ---------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------→ 

新 7 

新 3 

新 4 

新 6 

新 2 

新 9 

新 8 

新 10 
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